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            企業組織の本質を求めて

                                   伊藤孝夫＊

An Approach to the Nature ofManagerial Organization

                                    肥akao I紋)＊

                       棚

This p aper focuses on the explication of the nature of managerial organization.  Through the

analysis of evolution of the technical research ＆ development section in Toyota， we found

that communication plays a very important role in organizations and that communication

costs acc皿e from the pr㏄ess of orga血ation.  There are two factors that ef艶cts

communication costs.  One is the structure of the organization， and the other is information

technology.  We studied the relationship between communication cost and the two factors

mentioned above， and found that the nature of organization lies in the communication

among the members of orga血ation.  In other words，αganization is an institutional

existence which tends to keep the communication cost tO a minimum amount. 

Key word8:α:卿加伽，1励㎜a伽te伽ology， eomm励a伽， oo切加㎜加伽ωβ‘

1. はじめに

 情報化時代といわれている現在、世界経済はほとんど

大企業によって支配され、その傾向ま日増しに増大する

傾向を見せている。トップめ200社の売上高からみる

と、1982年1コま30，457億ド'レであったのにたいして、

10年後の1992年になると、58，622億ドル｛このまり、

92. 5％の噌となつη・る。これは世界のGNPに占め

るシェアからみても、242％から268％までに拡大して

いることがわかる1。一i方:、消費者ニーズの動棚こ

とらえ、厳U'競争環魔を乗り越えるために、大企業は

事業再編、分社化に走っている。電機大手のソニーは

1994年4、目か孫鋤分社制を導;興し、八つのカンパニ

'一 奄ｱ分け、剰麟1画面わ》っている。多くの子会率土を

もつ東レ、NEC、ニチイなども事業の統合・再編に乗り

出しへ子会出こ榔騰社内分匿…蝦士再編
を目指している2。企業という経営組職を、規膜を拡大し

ながら、分出ヒするという二つの対立する形としてとら

えることができる。このような現象を理解し、また、そ

＊宇部工業高等専門学校経営情報学科
1フレデリック・クレルモン、ジョン・カヴァナ(1994). 
「グローバル資本主義の翼の下に」，『世界』第596号

2「NIKKEI BUSINESS』，1994年5月30日号，「大企業
も自立・水平型へ」

の行方を解明することは面伏の企業曙論の重要な課題の

一つ噂あろう。

 新古櫛よこのような企業を「投入・産出
モデ＞Vlにおいて技術的な存在としてとらえη・る。つ

まり、企i業¢投入量と産出量が、心血価格をパラメータ

とし確こ定まりうるという仮定のもとで、経済社会

の分析が行われている。このような考え方は、企業をブ

ラックボックスとして扱・、その牒少なくとも企業

の二つの側面を無視していると指摘しておカ￥ねばならな

暁第一に、企業内部の経営資源のコS一・一''ディネーション

imrdinaion)であh企糊よ企業内部乃経
営野原のコ・・一一一ディネV・iL一ション(聰橘こよって異なつη・

る。純陥ζ技術的な投入・産出の閲系と見られる企業の

活動も、実はそれにかう・わる人々の情報処面諭の差異

によって、さまざまに違bた結果を生み出す。言レ換え

れば企業内部におけるコー一一aディネーションの幽rtOS、

さまざまな経済のfaEkZ)生産性の格差を生み杜け重要な要

因となっている可能牲がある」3。このような組織内の資

源コーディネーションの違い洞じ業陸同じ規模の企

業7. 競争力の酪差をもたらす原因の一つ瞭あるとおもわ

れる。第コこ、企業と外部環境との連結閲系である。企

3青木昌彦(1995)『経済システムの進化と多元性

制度分析序説一』，38頁，東洋経済新報社
一比較
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織ま、経営資源囎企業郁姓産性絡差
のほカ＼企業間㈱こも左右されるb企業llSiOB9

係は均ト伽まなく、企業の規模、ii籠立地条件など

によって卿;わており、時間の流れとともに絶えず変化

するものであるら筆者は、自動車産粥こおける企業間関

係を分析する際こ、''日産グTl''''プと比べると、トヨタグ

ルー・・一:フ？よ経鞭ロニ商合した組織形態をつくり

あげており、経済景:気¢変化にもかかわら夙連続Z〕経

常利益黒勃コ嵐カンパン生産方式｝勤」りでなく、合理

的な企業間門系も大きく貢献している''ことを見いだし

ている4。

 企業内部闘原のコーーディネーションは企葉の生産性

を決定し、外部の絶えず変1ヒする経済環境1こ働き力価ナ、

適芯しているbまた、外部環境が個弓1一
消費者等によって精成されながら、企業の経営活璽繊こ影

響を与えっづナているb

 企業のこの二つ姻ままさしく、企業細哉四
温℃あり、それを次のように表現することができるb

蝶麟舗o鍍:磁 
 本稿よ上述の二二をもちいて、情報仕時代における

企業蹴変fヒとその原因を考察、分析し、情剛ヒ時代の

企業繊碇する根本働源因とこれからの動向を探

りた暁

皿. 予備的考察

 企業はモノを生産販売し禰溢をあげることを目的

として醐「る組織pm-JEZfikZZあるとレ㈱;ているがし

企業刎動斗こ、学校軍隊宗麟域党なども組織
の概創こ含まれn、るの噸企業の形成とそ¢動向を解

明するためには組織を形成させその存続を支える一

般tWW  rる必要があるとおもわ幡

1. 纏編源理
 組織こ関歩る研究はアンリ・ファヨーラルの古典的議

論をはじめ、マックス・ウェーヅ郵rに代表される官僚制

モラウk新古典派モテシレといhaる人間関係を重腕した

人間斐1係モテシレを経て、組織こ:おける知繊こ着目した職

能紛k人間醐翻映過圏ζ重点を栖臆翌翌
モララレにいたっtekこご蕉まず1参加糖諸コとし

輔
羅

て組織の運営に参加し、その実務経験を理論的に整理

し、現代組織論を築きあげたバーナy・一…一回目CJ. 

Barnard)の協働感温をとりあげ(考察しよう。

 バ・一・・)ナードは、巨石の事例をとりあ爵ナぐ、協働システ

ムとしでの纏蘭曲を説註し亀虫il，組織を一一・・:の協

働システムとしてとらえ、ゆなくとも「つの明確な目的

のために＝N)thの人々が協働す「ることによって特殊の

体孫的(システマチック…筆渚)な関係にある物靱生

物駄個人的、社会的構成辮給体］5であると定義

づけたbこの協働システムの成立過径を情報の角度から

吟味してみると、一Aの帰ミその巨石を動かそうとす

る時iこ、1まずその《の生物白蜜巳力と禾1朧な道具とレ、

う状況と、動0そうとする石の形民重さ、所在の位置

などめ物理的斜牛を考えなけ糾まならな隔ここで前

者を約部情報1、儲を「対象情報1と三二ことにしよ

う。その人が内部情報と対象情報にもとづいて石'を重肋・

す目㈱できないと判鰯Uま、鰍の助けを求め
たり、もっと強力な工具を入手したりして、外部の情報

を把握するための情報交換を中心とする活動を展開す

るbこの時点で、他人の協働を得て石を動う・す目的を実

現ザる1ヒめの集Efibtz成され一つ柵システムカ触

じめて成立すると解釈することができ乱このような一

個人からはじまる協働システ湖嵐舗蓄て、集団間での

個々人(より正確に言えば彼らの活動の絶え間ない

循環によって置目された、細胞ないし集団O軟々と付け

加わって」つの組織に発展してゆぐ6。ここでいう集団

はq個人から構成されたものではなく、個囚の檀互作用

から成り立つもげ7であることを見逃してはならな暁

なぜiなら、ノV'' ナードは、組織嚥として(映通の目

的［amm purpoee)、(2wwmargnm s tO CO

醐、③コミュニケづション《muの三
項目をあげG・る。共趨)目的をもっている場合、それ

が組織の構成員に知らされなくては意殊がなOeまた、

協倒意欲と構成員の合理蹴一「るために
も情報の伝歯ウ泌凄℃あ上組識にお蔭ナる個人間の主要

な騨勘は、情報交換というコミュニt＞V一ションであ

るため、バーサードは、蹴広さ、細ま、ほ
とんど伝達(コミュニク賊ション…筆者;以下同技術

5GLB蜘(umrMreFtn【ims《価e
E瞭』伽1U麟P職山本安幅広・田
杉競・飯野春樹訳昭和54年)噺訳経㈱咽
67頁ダイヤモンド祐
6/w'' iu・・一ドα987)灘，166頁;W凪ウ
ォルフ・飯野春樹編飯野輔駅・日本バー一tt・一ド協会訳』

熾7伺注6，166頁
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によって決定されるから、組織の理論をつきつめてVYナ

ば伝達が中心的地位を占めることとなる''8ことを指摘

し、コミュニケーションとその技術の役割を強調してい

る。

 サイバネティクス理論を提唱したNウィラu(N. 

W曲)は組織を一つの皆労体と同様にとらえ、その

組縦蜘)が例連の行動をおこなうのに必要な
機構としで晴報を収集、作成し、処理、伝達する仕組み

とみなしa・る。また、サイモン但AS㎞m)は、組

織が‘情報をリード(読み)、ライト儘き)、ストア《貯

蔵)し、そしてそれをプロセス(姻し、ものを考え、

問翻亡しη・〈システムである''9と説明し、組織を

情報を製造し、変換するシステムであるととらえているb

 すンミて(1＞＄i目織は、具体的に人、剰金によって:構成さ

れているが、ノva:)流れは人嵐労務管理の対象であり、

物の流れはロジスティックの問題であり、また、金の流

れは会剖財務としてとらえることができるbこの≡者を

総合的に表現するのが、情報である50その意味で、情報

は組織全体において発生しており、組織のあらゆる活動

を支えている。人体にたとえれば情報｝ま田織噺経系

続の役割を担うもの屯あ乱

 こご徹文書や、口頭、そ渤その他の手段のし伽ん

を問わず、意味と理解を含めて、Aから人A'情報を伝達

する一連の過程をコミュニクV・一ションとVW、、その1過

程に撤・て蝉吟し変換される意凍よ送り手にとっては、

記号が受け手に引き起こす反応についての予想σあり、

受け手にとっては送り手力轍を付与した潤こ対す

る彼の解釈、反応である。コミュニケーションにおける

意味は、本質臨こ他者との相互性におレ・て成立する」lo

ものである。

 組織、とりわけ企業組織において、情報技術arle

Im血mati(m CRmbndlogst)は情報処理ombmatim

P韻oce晦)と情報交mamatiori晦)にオメナ
られる。ここ徹、う情報処理とは、一つのシステムの枠

内におい(、その目醐こそって、情報を収集、分類、加

工、翻凱翻1よ倉出するなど。作業を意味し、そのア

ブ旨一チの方注は、医学的、文学的、数学的、工学的な

ど麟i劫ミある。しかし、もっともスヒ。一ドが速く、

正磯生を鞭匁まコンピュータシステムであるた

め、現在コンピュータシステムをもちいた処哩方法｝劇ま

8同主5，95頁
9サイモンQ970)日本二巴麟部編1サイモン・アン

ゾフ・リカート変甲南蹴ナる兜掛30頁日本生岬町

鄭
10林U徽1988) rコミュニケーション』，7頁ト8頁有斐

閣

とんど情報処理の同義語として使われている。コンピュ

・一ｬシステムは、初期段階に隷、ては轍こ集
中していた。省力化とコストの低減を目指すコンビュー・

タシステムの自動デ」タ処理(へDP， Autmatic Data

P㎜痴ng)はそのfL懐的な処理形態である。経営管理

における情報枝術の役割よオンライン・リアルタイム

による遠隔地の集中処理やマルチメディアの実現のた

め、飛脚こ増大したので紘処哩された蹴よ異
なったコンピュ'一タシステムの間に、必要に応じて伝達

され㌧零用されている。このような一vW. システムから

他のシステムに情報を伝えることが晴報交換と呼｝蜘て

いる。その後、企業の情報システム｝よ情報伝達技術の

発達とともに、総合データ処哩経営情報システム、意

恩決定支援システム、オフィスオートメーションなどの

発展形態を経て、今日の戦略的情報システム(團S，

Stxategic］㎞t㎞S綱が形成されるにいたっ

企業の共通目的まつねこその外部環境の変動こ影響さ

れているため、企業組織艶えず目的を修正し、その存続

を維侍しようとしている。個人間、またはシステム間の相

互作用であるコミュニケーションを情報処理と情報交換

の過程であると理解すれば組織まその目的を達成する

たbblこ、情報処哩と情報交換活動を通じて形成された協

働システムである。したがって、琴南意欲は共通目的を

もつ阻織を持続戦ご成立させる前提条件であるとすれ

ば＝ミュニクーション揖組織を成立させる原動力であ

るといえよう。

 このように、個々人の活動2絶え間ない循環iこよっ

て連結された」組織はこの個々人の灘話動であ

る相互作用によってシステムとしての秩序を獲得する。

すなわち、繍｝鵬まコミュニケt'一一分目ンにおける情

報量の多寡躍繍ることができる。

 上述の分析からわかるように、組織か「般原理を理解

するために、下呂1の融解糊することが不可欠であ

るbそのため、我々｝謙㈱型こおける「般fヒした情報

概念を殆早して:おこう。

2. 組織こ:圏ナる情轍の概念

そもそも情報とはなにかという問題はいろいろな角度

から分析され、定義されてル、るが、定説化された答えは

まだ見あたらな暁

ウィナ菰燗と備とりまく購との髄
作用を重観し、次のように指摘している。‘情報とはわ

れわれが外界に適応しようとして行動し、またその調節
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図表1 情報の概念図

送信側

表現 対応関係 解釈
写像としての情報一→ 伝達された情報

認識

1対応関係

     フィー・ドパツク

存在の客観的事実

受信側

行肋Z結果を外界と交換するモノの内容に付けた名前で

ある''11。この定義はナイバネティクスの角度から情報

を動h91ことらえている。つまり、ノ澗のみならず組織体

を含めて、有機体がその生存を維幽するためには、自己

調節をしながら、その内部環境を外部環境1こ適芯しO、

くこと力泌要であり、襯適応していくプロセス

のなかから発生したものは情報と認識される。ところ

瓜人間囎庶働を導く情報WW課を外
界と交換するモノの内容は鯛ヒした情報概念よりは

むしろ行動情報と認識すべきであろう。なぜなら、情報

はその行動情卿)ほ魍こ、内容情報形状情報性質情

報こわけらオ臨内容情報性質情穀な8ま人間の行動

とは無関係に'般的な事実として存在しうる。たとえ

ば太陽系囎渤跡や運動などom細ま人蹴自在

と鱗こ難しη、るカ＼燗と晶系鰯から情
報が存在しないということ13成り立たな暁血塗嵐人

艮聯動や尊物をふくむ客観的1ま事翻コ動こなら

な暁言い換えれば情報は記号や言語ystnこよって表

現された事実の各側面と対芯する客観的な事美ぎである。

情報｝よ事実の実在なUこありえな臨

 その事実である情報源は人間の認識とかうわりなく、

面こ存在するという前提に立って、「般化した情報

の概念を考察姻ま情報はSl;E¢S写像であると定義ず

ることができる、と私は考えている、なぜなら、経灘士:

会を構成しているものの基本は有形1≧物質で臨人間

が自身の生存、発展のため、これらの物質のi生産」加工、

三三にあたって、物質の昌昌、亭亭変化などを把瞳ナ

る必要がある、数直というデ幽タ、文字のレポート、形

状の図形などゑこれらの事実を写像としての数量品

質、形lk色匂いなどで表曳し、この鱗ま情報と名

11NW曲(19⑨阯eh㎜use｛伽
BCingscelmnattsa己Seciety』耳㎏h㎞M血＆
Cα，池原止木矧195の『燗瀕論サイバネティクス

と社会L122頁;みずず子房

付けられているbこれを図で表観すると、図表1のよう

になるb

 臓1カ、らわカるよう‘こ、人間匿ま客観白目な事実を葎醗乏

し、記号や虚語などをもちいて、謡識した;事実を表現す

るがk:山面と写像との間の対角関係｝まつねに存在してい

るため、人間う襯正潤こ表現できるかどうがま

欄ζ対する認識と表現力に依存しているb

人間は事実を認識しへそして認識の結果として事実を

表現するbこれ｝嵐情報誌過程で擁認識した事

実を表現する際こ、情謡曲用目的こよってその表現方

法が異な翫これを晴報価値の主観陶と呼ぶことに

しよう。たと幻試心血買のときに、商Pnの数量金

甑品質などは㈹の情報として記録されうるが、

その金顛ま企業の場合売上高としてi残され、個人の場合

家討の露出として計上さ織

 r旦ある胃的乃た戯こデータ、レポート、図形なと1こ

力肛二され、名爵された情報は、実体と分離して独立に存

在することが可能貯ある、これは情報の陣容からの

可分離州1という。つまり、実体力謡えても、写橡とし

ての情報｝ぱ引き続き存在しうるのCあ乱訴の売上高の

:事夙麟」らわかるように、商騰)移車i…というllsEIE行

為が終了しても、売上高という行為の結果は翫録として

残されているb記録としての情報はその実体と分離可能

であるので、寿命性という性質をもっている。つまり、

時間の経過とともに、情報の価殖澗威少する。i葉㈱｝ら

分離した情輌嵐情報伽時㈹こおける情報量の氾濫や情

報¢独り歩きの現象をもたらした原因の一つであると同

時に、下下された情報から新U'轍欣ヒな情
幸肋創出が求められs技術のイノベトションと社会の進

歩をもたらす原動力となっているb

 現代の社会に:減、て、幕勘鞘空間のなOsで流され、

消えn・くのにたいして、情輌よ逆に絶え:ず記録とし

て蓄憤されていく。趨責さ;れた情轍7)なかから、人間わ達

それを資源として新たな事実と情報の発見と倉1出こつと

め、産業社会｝糊こ写橡という情報¢比重が増え、

鰍ヒ社会に傾きはじめている，ここでし・う情報化i社会
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情報化紅会に傾きはじめている、ここでいう情報化祉会

とは‘情報がエネルキ」・と同隊生産活動の不可欠な要

素となりつつあり、情報1膿こよってはじめてモノ

の価値からみた高し所得水準勃ミ達i成聴、また質的に豊

かな消費生活が司能になる社会'12である。たとえば

自動車の試作車4〕場合、その外形のデザイン1勤・りでな

く、走行時における空力糊隣斤をはじめ、種彦串寺の変

形と燗に与える囎騰で、朝翻訳械コ
ンピュータシステム上でアプリケーションソフトにより

シミュレ・一・ションができるようになり、試作に要する莫

大な費用が削威され、開発期酎の大幅な短縮も実現され

ている。モノ勉トービスの生産において、このように情

報投入量の増加こよって、品質の向. bや吻質、エネルギ

ーなどの経営資源の節約によるコストの低下を実現でき

る。情報は物質やエネルギ鞠池の径営資源と同

じ、またはそれ以bの役割を果たしてレ、る。情報は重要

な経営資源の)一一つであるといえよう。

m. 組織形態の進化

 . 1::述の考察いらわrd Nるように、糸［職ま情報をi製造し、

変換するシステムとしてとらえることができる。ところ

が、実購…i巨織に:才ヨナる帰塁踏処1里と情報交換はとモ7)

ようにおこなわ祉ま㈱鋸織こどのような影響を与

えη・るかを考察しなければならなレ㌔この関連を示唆

的こ示したのが自動車完友車メーカーのトヨタの組織的

実験であ為

1. トヨタ鉱床弼階鴨列
 トヨタの清報ネットワークの構築は、1982年から

1987年までの初期幾階と1988年以降のネットワv一一一Lク構

築酔態こ掴ナられる。1985年3. 月の大容量デンジタル

方式のプライ！餌ト・ネットワークの構築と、1989年の

新ALCシステムの田原工場への導入からわかるよう

に、トヨタ社体のデ汁ジタルの統合働》らISDNの和用

やLAN聞嚇続の拡大嘱開されてきた、これらの情

幸騰1の運用と連動して、1989年の團こ、課辰制度を廃

止し、事務部門と技術部門の全社的な組織改:革を行っ

 この糸懸哉改心ま、‘企業内晴陰共有を実現し、名構成

部繍糊系から横の水平関係へと衡ヒを
促している''13。

12軽済企画庁経済審i絵1青報研究委員会の報告」昭和

44年
13拙稿〔1994)「日本自白こ知ナるネットワーク

ところが、約E仙人を抱えη創附脚)麟
部職ま、他の剖門とくらべるとその規摸が大きいため組

緻革の効果をあまり期待できないものであったb

 トヨタの研究開発剖甲肋)仁翻ま車種弓1噺責企画統

括部の垂査(Ch㎏f Enginev，チーフエンジニアともい

う)を中心とし、デザイン部、ボディー部など4::機朔11

樋門に指示を与えて車を開発する主査制度をとってい

る。車幅1の主査と各機能部門との関露よ区俵2で示

されているようなマトリックスの構造となつa・るb

 昭和28年ごろに導入されたこの制度は‘技多応力や経

験力説成烈の伏況がセで開発をおこなうた顔こ、能力や

リーダシップめあるれ臥に榴1艮を集中させた''14もので

あった、車種引の主査は新車開発フliコグラム全体をとり

まとめ、その企画を展開しη・く責任と櫛艮をもつただ

一ゆ燗で踊側罐ライン磧儲α謝・こと
がこの制蔓の特徴である。主査の佳事は、‘オーケストラ

のコンダクターのようなものである。……指揮棒をと

おして彼の偲想ないし哲学」までもオ｝ケストラのメ

ンバHに浸透させ、芸術品を作り出すのである''15。具

醐こいうと、縮輔謝るときに融融綴
擶辱lHに二J:LF 一一一モデルの確腔魁旨示書〕を発行すること

ができても、それは行政La:舶諦肋をもたな暁つまり、

各機能男1胆当の専門家が反対す湘颪諦めざるをえftitv・

か説得するカのどちらかを選択しなければならな暁こ

れは トヨタでは音便囁纐薩琢磨というコミュニケー

ションを大事にしているからである。そのため、この制

度は''長レ歴史のおがずで、有機的に機能しn、る上

に、……ラインに対して指示を出しても眉いどおりに

ならないケv一一一スというのは絶対にありえない'16といわ

オτでいる。しかし、この制度1の成功Z檎こは、次の昇顯

が併存していることを指摘しておかねばならな憾

 第一1こ、トヨタは約20車種慶乗用車をもつa・る

が、同一一一一車種でも排気量:   こよってさらに数睡類

にわけられているため、車種担当の主査の間でユーザを

奪レ合ハ、ライノ9レ関係が形成されている。

 点画司士の間は、ライバル関係であるため、話し創・

などの交涜掴まとんど見ら韻諦㌔たとえば''A主査が

新車開発のさいこ使った部號禅↓が良いと、男ip)主査

がその部品を次の新古こ使おうとするとき、これを先に

使用した主査のところxs挨拶に来て言午可をとったりもす

論囎，西南学院大学大学院・営'ヲ預 '第22

号P. 86

14『ilN'F'ijタ馨ヤモンド』第81巻14号;91頁

15門田安弓，L〈1991)『トヨタの経営システ凋，135頁日

本能率協会マネジメントセンタ・L一・

16同注14，135頁
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図表2 トヨタ自動車の車両開発における主査制度

騰脚韻灘   繊 纏畑 雛 瀧 欝寺田灘 襲麟暴

團 クラウン

?査

カローラ
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?査 團
→デザイント 簾

1

→ボディ 1 一  一…齢

十→エンジン1 一

→シヤシー1 一
り馳聾㈱

麟
聾
謹
璽
馨
灘

【

証
吐
評
価

→補機  1 '蕪
謳
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礪
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、 F σ 轡

  ♂灘錘鍵
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剛     ド   炉   」                           吻'禦   ㌔㌔＾

蝋 竃 謙翻

(出所)門田安弘(1991)rトヨタの経営システム』，119頁，日本能率協会マネジメントセンター・

る''17。各機麹門でも、名課¢独立色が強レ、ボディ

→嚇『からデリミインの内装担当に殻計変更を依頼す

る際に、1取り付けの設定依頼翻なる文書を発行しなけ

湘訟らな暁
 第＝1こ、主査と名麟『との間に、行政命令ではな

く、説得という関係にあるため、主査のアイ励アが反対

されると、説得のための調整時間が力勇も

 しかし、もっとも重要な貿隅ま、環境随や自動車の

エレクトロニクスなどの技術¢成鞠化のため、消費者の

要求水準の上昇にともなって、技術部門酬bが要求

されているbたとえば約600人のデザイン剖遷脇ま

内装L夕機カラー(色)、部品など多くの室課)に細分

化されているために、図表3で示されたように、 1960年

に、1610人の伎術騨『嵐時鋤幽多とともに増加し、

】991年になると、1瑚0人までin獺sった』一人

の主査が伺合う部門数を見ても1960年代の13課から

1991年の娼室までこ急速に増えたことカヨわか乱その

ため、主査の技術者との調整会藏勤移くなり、恵思決定

も遅くなる。ニューモデルの開発にお3V・て、車のまとめ

役の主査より、実際の開発作業に従事す撒『め意

恩が強くなり、製謝)鱒められてしまったb一方」

機韮男曙翻では、車種ごとの主査の要望をこなさなけれ

ばならないし、機能うミ専F引ヒすrるとともに、専門技術開

発者があらわれL車i全体を把渥できる人材が育たな暁

たとえばワイパ』を開発する技繍ま、何十年もワイ

パーの開発研究に従事し、技術者が車のどの部分の部品

を作;・:)ているか恭わからないケ」rスもある，また、デザ

イン部門ではニューモデルのデザイン書勃コならずk人

の部門長のチェックを受けなけオUまならなレ'伽、トヨ

タの乗用車はみんな似たような形1こなるbその陪果とし

て、車をつくる意識力輪部品を組み合わぜる傾向に

陥ってしまう。技術者a. 壮事を見てみると、''L年の佳事

のうち4ヶ月近くを本鰍曲でいたことに
な駄従業員の平均年収を仮こ約㎜万円とすると、技

術細明全体で年間約％0億円ほどカi籟髄業豫磁i紘れ

ていた計算'18になる，

一一' ds開発部ヨ臆CAD(【鵬A掘D晦)t
の導入をはじめ、. 車両開発作業と金型などのi生産準備f乍

業の情報処理・伝197)amをd開発してきたbとくに、1984

年エンジニアリング・ワークステーション(EWS，

EngineerkrgW    と1986年のcmbnシス

17同主14レ132頁             181NIKKE［BUSINESS』，1993年6月21日号19

            頁ト20頁
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図表3 主査の付き合う部門数と技術者の推移グラフ

(出所)週刊ダイヤモンド，「トヨタの分割が始まった」(1993年4月3日置，第81巻14号，91頁

テム(トヨタが開発したワークステーション・べ←rスの

CADシステム)の実現で、開発部門勤、りでなく、開発

細弓と貝謄弓、婁蛙造部FI豫5よて用瀬土との情幸険共有

化を実現し、コミュニケーションを促進しているb

組織の規模拡大や情報技術の発趨こともなって、この

ような主査制度における情報交喚であるコミュニク、一シ

と独自性を求めて、1992年9月に、技術騨『を図表4の

ように第一開発センターのFR車k第＝＝開発センターの

FF車、第三開発センタ自商用車・RV、および第四開

発センターの要素技術の四細股こ分割し、技術粥発セン

ター制を導入した』

 四つの開発センター間の業務調整なとは轍こ

よって行われて:おり、FR車FF車商用車・RVの

三部門はそれそ翫独立しへ車を開発3「る機能を持ってい

るb組劉改革後、r人の主査の伺合う人数は30年前の水

準である約1600人までこもどり、部署数は15年前傾の

水璃こ減らしたため《図表3参照)、総開発工数の30％

あった調整業務は20％にまで肖1臓でき、今はさ残こ10％

台を目指しa・る19。また、会議敦が減ったため、意思

決定のスピードも速くなり、ニューモララしの開発期間の

短縮、製鵬櫃性化をi親することが可追こなった。

 トヨタのこのような車種グ＞1…一・;プごとにエンジンから

デザレrン㍉内裟まで一:貫して開発する組織構成は『プラ

ットホ・一一・ムヲyム''方弍と呼｝甑クライスラーの「ネ

オン1の成功をきっがナに、注目を浴び｝てい乱日産

マツダも同じような開発組織に再偏しているb

2. 組締の本質

 前述の回報とコミュニケーションとの淀義からわかる

ように、コミュニケーション活動うミおこなわれる際こ、

n｝ザしにとってもっとも大事なのは情報の和用であ

る。なぜなら、図表1で示しているよう1こ、情報処理と

情報交換の過程において、矧象としての情報は伝達さ

れた情報と対芯しているが、伝達ノイズの発生や情報信

号処理繍翻まがこ、受信側の鯖釈こも影響され

弧なぜなら、受信働ま渕言側とまったく相反する解釈

をする場合もありうるからで1臨このような解臓こよ

る曖昧性はイクイバァカリティ融)と呼ばれ

ている。個人の博聯振能力には限界があるため、制度

上形成された組織形鯖ま、それを克lllt'9「る方法として開

発されたもの瞭あると考え甑すなわち、組織1ヒと

19丁丁18，20頁
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   図表4些些)トヨタ自動車璋両開発組織
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(出所)週刊ダイヤモンド，「トヨタの''分割''が始まった」(1993年4月3日)，

         第81巻14号，93頁より作成

はイクイバァカリティ肖ll減のプロセスであるといえよ
う
。

 組織の各構成員は共通の目的を実現するた面こ、情報

処理をおこない、コミュニクV…ションの強化を通じてま

とまった連結プレrを演出し、鰍の情報処建能力を組

織全体のそれに置き換え甑言い換えれ1試組織の

情報処趨能力は、組織り各構成員問の情報の相互作用で

あるコミュニケーショ図こよって決定される。したがっ

て、組織の規模と構造は、コミュニケーションによって

大きく左右されてい翫

1)コミュニケL一ションコスト

 コミュニケV一一ションは人間の檀酢瀬を形成ずる基

本的な活動であり、人間社会において信頼財(trust

value)を創りだす重要な原因である。この信頼財の重要

性について、アロごσ乙」LAngow)｝ま將頼あるい

はiそれに類似した価値、忠実さ、あるい」嘘をっ力士、

ことといったような価面ま、経醐桝部性と呼ぶよ

うなものの跡C擁それらも財である''20と一日し、‘単

に政府の事業のみならず1いかなる重刷集団的な事業

も、・…・・この種の社会白丹田ま、:事実非常に具

体的なeWfpaJnVWW損失であり、そしてもとより

政治システムの囎ま円滑な運営にとって損失である''

21ことを指滴しているbこのような信頼財こそは、組職

20KJ㎞G97のITheL㎞蝕srfQ脚m』，
W. W.  Nα血n＆(加pa㎎，血e村上蕨訳(1976，)

嘲識り限恥，17頁岩囎店

21同主2α22頁

の存続にとって不可欠なもの｝動・りでなく、意題決定の

迅速化」技術イノベーションの確保、組織闇｛盛り明確化

などこも大きく貢献ずるもの℃あると理解できよう。

 ところが、トヨタ(;血塊析からわかるように、コミ

ュニケL一・・一‘ションをおこなうには費用力勃富盛たとえば

車両開発における主査と各機能部門との調整費用のほ

カN営業部門が新しくつくる製品にづいて工揚＼打ち合

わせに出bYナる旅費、出張費、各地の皮店長を集めて会

議を開くための費用、社内報の作話費用など湘織内部の

費用と、得意騰;粂どの郊祭費用L取引を蝿爵周に進

めるために、取引先の博剛又集など湘織外部との繋がり

を直待ずるための費用力添生するらこれらの費用を「コ

ミュニケーションコスト」㎞on耐)と定義
すれば前者はfi内部コミュ''u''ションコスト」であ

り、後者はP外部コミュニクー'ションコスト」であると

いえよう。

 日本の企業組織では根回しや司窓クループなど独特

のコミュニケーション剛がおヒなわれ;;ているた欧欧

米の企業組織と比べると多くのコミュニケーションコス

トカ勢かる。多額のコミュニケーションコストはトヨタ

｝SSb》りではなく、他の企業でも→醐こ見られる鷹題で

あるbたとえば旭硝子では、営業マンカ移くの時間を

製造部門とのr酬騰などζ費やしている
ため、顧客との対面する時間は仕事全体の2096弱であっ

たb日立製作所窃嵐年に2回の予算づくりの費職」お

よそ170億円にの191］5といわれてし￥るza。

22「日本経済新聞1(日刊，1993年4月25日
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 また、製造コ＝程や企業間の取引構造にt6レ Nても同様な

現象が見られる。日本のこのような企業慣行は、本来きわ

めてコミュニケーションコストが高いものである。しか

しなう§ら、コミュニケーションコストが高いということ

は同時にコミュニケV一一一ションコストを軽減するような

制度を形成する強いインセンティブを与える結果となっ

た専門家志向で、セクショナリズムを強調する欧米企

業と異なって、脚本の企細よチーrム組一文従業

員の多能工鰍(脇制度企業内整胎継続取弓1なtw・

わゆる「日:本門門営:」が実施されてし・る。これらの企業

慣行は本鋤こ生産現場や企業間のコミュニケ■・一・・一ション

を促進し、コミュニク』ションコストを低減させること

を目的とした結果であるといえよう。

 トヨタ(Z筋岡i究開発部F『微蘭ま、組織構成員間の

コミュニケーションをはかりながら、組織におけるコミ

ュニケーションコストを齢Nビこすることを目的として

いる。ところが、組織まその構成員の共通目的を実現す

るために、組織化された制度的な存在であることを見逃

してはならな四つまり、組衛ヒの縣の目的よコミ

ュニケV・一一ションの＆iJvaこあるのではなく、その共通目

的鼎繍こあるといえよう。言い換えれば組
織全体の生産性は、コミュニクーーションコストのほ魍こ、

組緯の共通日向岡こも左右されてレ・るbここで、

私よ組織生産性を次のように定義す「ることができると

考え乱

          共通目的轍率
 幽門産性＝
        コミュニケーションコスト

 この定義によれば共通目的を達成するという前言の

もとで、コミュニケーションコスト(曝」イロ聯旧織の生

産性の最大化を意味し、組織二二題をコミュニケーショ

ンコストの贋題に置き換えて考えることができよう。

2)企業の適正三二絨

 トヨタ(嚇扮栃う》ら、組織こ二二i目織生産性iを最大」こ

するような最適蹴人麹が存在しn・ること力靴かる。

つまり、一定の目的を実現しようとする晦ζ組織り規

模カシ」・さい易念内部のコミュニケー・ションコストは節

約できるが、外部のコミュニクVションコストが増え、

また外部Dコミュニケーションコストを肖訳するために

斗出の規模を拡大させると、その阻織内部コミュニケー

ションコストカ贈大する。つまり、コミュニクーション

コストは企業騰鉄定ずる重要な要因の一つ
である。組織D. 最下階模が存在しO・るため、最適な組

織嚇鄭こ近づくことによって、コミュニケーションコス

トを肖⑰剣「ることができる。

  ところが、コミュニケV一・・ションコストに影響を与える

要因｝嵐組織嚇膜と構凱ま訓こ、'情糊支術がとりあ

げられる，情報技術嚇は演算・コマンド実行の

迅速性、情報の保存・伝達の大容量性・低コスト性およ

びエンドユーザしの操作禾1硬性への追求であると同時

に、時間と空間の制限を超えたコミュニケーションの促

進を貝指している。とくに、最近のコンピュータ・ネッ

トワーク技術を禾1用したCALS《)omm㎝oeAtL幽

Speed，光轍｝Dやインタ・・一・:ネットなどめ出現は、

組鋤)コミュニケーションの変化をもたらしている。情

報技術を従来の対面接独(ietoimanat)や電話

ファクシミリなどのコミュニケーション技術から、今日

のインター廓ット、衛星通信まで発展させ音声、デザ

インば)・りでなく、静止画や劇画を含む画縁処理などを

も自由に処哩伝達できるようになった。これらの技術

カミ迅速・正確かつ低コストのコミュニクX・一一ション活動

を保証し、企業経営を時間と空間の輔から解放したの

である。

 情報技術と組織規模との関連を分析する潔こ、コース

(R. H.  Coase)は‘‘電話や電信のような変(ビま、空間

的な組織1ヒの費用を減少させる傾向にあり、これは企業

の境模を拡大させる傾向を持づ'23ことを指摘しη・る。

現在、血糖麹ま自盛技術の飛錘的な発達のため、情報

機器に依存する比重がますます増大している。:大企業は

もちろん、中小企画こ撤・ても、設計1生産販売の各

段階でコンピュータ技術を導入しており、日常的な作業

σ㎞加ewodゆのほとんどま自動化されつつあ臨情報

技術発達孫課は組織血振を空間を超えて拡大するこ

とが｝でき、止血W       )・ら地或分

散型に向けるようになった。

 伝繊糊ま、時間と空Ptfib・ら制約された条件

のもとでコミュニケーション活動を通じて、企業組織

内剖の経営資源7)コー一・一ディネーションの最適化を目標と

しO、た。同じ組織に属する遠隔地の引揚、販売支店の

場合組織内部のコミュニケーションばう》りでなく、高

度な直酒圃言技術も要求されるので、交通手段と通信技

術う沫発達の時代義このような組織勲ま非効率

的なものともみなされていた』ところが、自鯨鉄道

などの交通手段の発達とファクシミリや電話などの通信

技術の進歩は、企業経営の位i椿験を実現し、組織7)地

域・空間的な拡大のための物璽杓な条件を作り出しη・

る。特に、マルチメディアの実用化、テレビ会議システ

23RH.  Coase(1990)町hei，be㎜蝋mdbe
㎞』，宮沢健一・後藤晃・藤匿芳文訳:1992)「Ath業・

市場・法gm頁菊纏噺報社
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ムや衛星通信などが普及しはじめてレ・る現在このよう

な地球献撒は、企業繍一新し
レ経営資源の和用に勲勤、企業戦略上灘蹴
をもっている。

上酬力》らわめみようここ、糸目緕㈱薗目白勺を早見

するた嗣こ、綿織の構成員の間にコミュニケL述ション活

動δミおこなわれている。このコミュ:ニケV・一ション活動ま

コストがかかるので、組織規模はずちと拡大することな

く、一定の最適繍コ轍駒されている。づ妖情報技術

の進歩鳳長期的にコミュニケーションiコストを低威さ

せながら、組織規模の地域・i謝蹴kのために経済

的条件を作り出しており、組織襯ま情報処理技術の発

達とともに拡大する傾向を持っている。すtまわち、組織

規模の拡大絃wwこよって実現されたの
である。したがって、冒頭で述べたように、情報fHi5代

の企業が欄ンXgV一と中小企業の活力を両立させる

た戯こ、組織の規模を拡大しながら、組織内部の分社化

をはカΣる企i業鞭とってVNるのは1青羽技術の晩学によ

ってもたらされた結架の一つ℃あるといえよう。

3. これからの組織形態

前述の分析添課から、組織は構成員の間にコミュニケ

ーションを保証し、組織嘔回生を質料ビこしようとす

る制度貢野墓存在であることがimOf56 ところが、情緻占

術D発趨こともなって、組織自身の存在価値が問われる

ようになった、現在、縦の階爵組織よりも、横の水平的

ネットワーク組織形穂L下野)とれた組織よりも人間の

顔が見える柔らかい組織δ平められているbコミュニケ

ーションの視点から見れば、組織はコミュニクV一一''ション

を必要としている瓜コミュニケーション肖必ずしも制

度的存在である組識という強'漣結しt門形をとらなけれ

ばならない理由はな嬬情報化社会め勤ま、時空間の

制約を超えた緩やかな連結でコミュニか一ションが行わ

れるようになる。e7XW勺な野葬ヨまネットワーク組織

であ乱，

 現在｛の日本企業唱ま、ノVトタイマ→翻扮増

加、サテライト:オフィスやSOHO(S血皿()l oe・

Hdme O晦在宅勤務)など、従来と異なった形の勤務

形態覇増えつつある，富士ゼロックス社の調馬こよると、

四四糊嚇イト榊麟鵡業務の生産性の向上を実感しているbそれを可諺こした

のは電子メv一一1レとテレビ会議の和用である24。もっとも

典型的な事例まイーディーコントライフ株式会社がとり

戯ずられ乱この…erira嵐‘社景全員に退職金を支払っ

24『日経丁丁ストラテ洗』(1996年7、月号1，1舘頁

ていったん日脚互囚こ自立した個人が、ラ:・一・・？'単位で

プロジェクトを組みそれを役員会が段資するという形

でプUジェクトを動いし、会社が成り立っていくという

二・「ニクな継舗渡2'25である。また、企業間膀欣こな

関係作りの代表として東京の墨田区の「ラッシュす1だ1

があげられる26。従来墨田区鯛旺揚凋てNS，隣D

工場が何をやっているのかさえ知らなカリた』状況であ

った。ところカX町工場は、:大手メS一一・一カーが部晃の発注

繍ときに備しか作iれない中小企業を除外

す騙題や、:大難㈱蹴どを抱えて
いるbそのため、会員を集め、会員間の技術を公開し、

共同営業の活動をとるE共同受注会出を形成しtc6今

の「ラッシュすみだ1の洪同繍額よ年間8億
円くらいこまでなっている。前商ま個人間隔後者は

企業間の形によつで行わ1'Vているが、これらの企業組織

実験¢蝋をi抽出すオUま、コミニL二:クーションは矧ξ

の強ズ㈱け「る組織形態にはなく、その目的こ応

じて、実行チ願ムを編戎しな嗣バーチャルコーポレー

ションの形で行われてい乱

 そもそも組織の共通目的｛脇倒意欲をもつ組織の構成

員¢間にコミュニケL・一・''ションが行われた結果であり、外

巻1環境の変化にともなって醐こ変化するものであ

る』したがって、効率を重要棍する緩やかな形(漣結さ・

れヒネットワーク細豊栄続を優先させる従来の陶織形

解櫛する新しい鯨あると考えられる。これ
らの僧職実験は、一つの未来企業像を示しているのでは

ないう、と、1秘ま考えているb

IV. 終わりに

本稠ま、トヨタの技術研究開発剖甲1撒鱒列分析

を通じて、組織を形成し、存続させる本質的な原因であ

るコミュニクV一・‘ションの重要性iを指碧し、コミュニク・一

ションコストの待在を明らがこし島ところ瓜組織の

本質問題を解明するた蹴こコミュニか一ションコストと

いう側面からの試みを提示したが、その分析が初期的段

階こす猷証本と欧繍国との閲ζコミュニケーシ

ョンの様式の帽違繍泪織こおけるコミュニケーショ

ンコストの計量分析など多くの問題が残されて:おり、こ

れらのW翻WWn   題とした暁

as『日経情齪ストラテジー」(1996年4月号，172頁

26fNIKKE［BusnSlliSSS(1996年4月15日号)，109

頁(平成8年9月24日受理)
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